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理念  ………………………………………………………………………………………………… 

 豊かな人間性と幅広い学問的視野を有し、生命の尊厳と高い倫理観を持ち、高度な知識・技術を身につけた医療人及び研

究者を育成する。また、地域医療に根ざした医療・福祉の向上に貢献する医療者を育てる。 さらに、教育、研究、医療活動を

通じて国際社会の発展に寄与する医師及び看護職者の養成に努める。  

理念・目標   

 学部 

目標  ………………………………………………………………………………………………… 

 旭川医科大学は上記の理念の下にこれらを達成するため、次のような目標を掲げる。 

  1 幅広い教養とモラルを養うことにより、豊かな人間性を形成する。 

  2 生命の尊厳と医の倫理をわきまえる能力を養い、病める人を思い遣る心を育てる。 

  3 全人的な医療人能力や高度な専門知識を得るとともに、生涯に亘る学習・研究能力を身につける。 

  4 幅広いコミュニケーション能力を持ち、安全管理・チーム医療を実践する資質を身につける。 

  5 地域・僻地住民の医療や福祉を理解し、それらに十分貢献しうる意欲と能力を獲得する。 

  6 積極的な国際交流や国際貢献のための幅広い視野と能力を習得する。 

理念  ………………………………………………………………………………………………… 

  1 医療系大学院として、基礎研究と臨床研究の多様な取組を通し、医学・看護学の総合的な発展を図ります。 

  2 自主・自律の精神を以て深く真理を探究し、真伨な研究活動を通して知の創造を目指します。  

  3 多様で調和のとれた教育体系のもと、豊かな教養と高い人間性、厳しい倫理観を備えた、 優れた研究者と高度の専門能 

     力を持つ人材を育成します。  

  4 開かれた大学院として、地域に根ざすと同時に世界との連携にも努め、 医療福祉の向上と国際社会の調和に貢献します。  

 大学院 

目標  ………………………………………………………………………………………………… 

 旭川医科大学は上記の理念の下にこれらを達成するため、次のような目標を掲げる。 

  1 幅広い教養とモラルを養うことにより、豊かな人間性を形成する。 

  2 生命の尊厳と医の倫理をわきまえる能力を養い、病める人を思い遣る心を育てる。 

  3 全人的な医療人能力や高度な専門知識を得るとともに、生涯に亘る学習・研究能力を身につける。 

  4 幅広いコミュニケーション能力を持ち、安全管理・チーム医療を実践する資質を身につける。 

  5 地域・僻地住民の医療や福祉を理解し、それらに十分貢献しうる意欲と能力を獲得する。 

  6 積極的な国際交流や国際貢献のための幅広い視野と能力を習得する。 

理念  ………………………………………………………………………………………………… 

 大学病院としての使命を認識し、病める人の人権や生命の尊厳を重視した先進医療を行うとともに、次代を担い、地域医療

に寄与し、及び国際的にも活躍できる医療人を育成する。   病院 

目標  ………………………………………………………………………………………………… 

  1 人権や尊厳を思い遣る患者中心の医療を行う。 

  2 安心・安全を心がける中で、高度な医療を提供する。 

  3 予防・健康医学に取り組み、地域医療や福祉の向上に貢献する。 

  4 倫理観にあふれ国際感覚に富んだ医療人を育成する。 

  5 未来の医療を創造し、その成果を国内外に発信する。 
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トピックス（教育研究等の実績）   

日本看護学教育評価機構による看護学教育評価で「適合」と認定されました 

 令和４年度に看護学教育評価を受審し、日本看護学教育評価機構が定める「日本看護学教育評価基準」

に「適合」していると認定されました。「地域包括ケア論」「早期体験実習」といった本学独自の取組みや、「看護職

キャリア支援センター」の活動について高い評価を受けています。看護学教育評価とは、看護学分野のカリキュラム

やシラバス、学習成果の適切性、教育・学習方法、教員の教授力など実際の教育活動を評価したものです。 

学長アドバイザーの就任について 

 令和５年１月１日、本学学長アドバイザーとして 森 千里 氏（千葉大学予防医学センター長/千葉大学大学院医学研究院 環境生命

医学教授/千葉大学災害治療学研究所 災害環境健康学研究部門長）に就任いただきました。森先生は発生学・解剖学を基盤とした環

境生命医学という新しい学問領域を確立し、次世代の健康を見据えたスケールの大きな研究を展開しておられます。本学の研究力向上ととも 

に地域医療への貢献についても貴重なアドバイスをいただけるものと思います。 
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中学生向け公開講座を開催 

 本学薬理学講座では、令和４年７月31日（日）に、中学生向けの実験公開講座（日本学術振興会「ひらめき☆ときめきサイエンス」 

による支援）を開催しました。当日は、旭川市内、そして、広く道内から14名の中学生が集合して、薬理学講座の研究テーマである「酸素」に

関連する３つの実験と、大学生が普段使用している講義室での模擬授業を体験していただきました。医学科の学生２名もスタッフとして参加

し、ランチタイムには、医学部をめざしたきっかけを面白いエピソードも交えて、紹介してくれました。中学生の皆さんの熱心な表情と、明るい笑顔 

がとても印象的でした。 

その他 

●たいせつ安心ｉ医療ネットワークに参加（平成26年から） 

●教員の10％に年俸制を導入（平成27年から） 

●「橋渡し研究戦略的推進プログラム」に「新規医療技術の持続的創出を実現するオープンアクセス型拠点形成」プロジェクトの拠点として 

 採択（平成29年から） 

●がん相談支援センターとハローワークによるがん患者のための就労支援（平成29年から） 

●メンター制度導入（平成30年から） 

●就業管理システム及び顔認証及び ICカードによる職員の出退勤管理システムを導入（令和２年から） 

●看護師特定行為研修の開始（令和３年から） 



新型コロナ感染症の流行により自殺者が増加 ～自殺者の増加は若い世代や女性でより顕著～ 

社会医学講座（衛生学･健康科学分野，公衆衛生学･疫学分野） ／ 准教授 吉岡 英治 

 新型コロナ感染症のパンデミックにより、日本を含めたほぼ世界中の人々の日常生活や社会活動が大きく制限され、人々のメンタルヘルスに

大きな影響を与えました。本研究はこのパンデミックの影響を解明するために実施され、その結果、パンデミック前と比較してパンデミック後では自

殺者が増加していることを実証しました。そして特に、女性や若い世代で自殺者の増加が顕著であることを明らかにしています。本研究では、パ

ンデミック期間（2020 年4 月から2021 年12 月）における自殺の過剰死亡の推定値を

算出しました。過剰死亡というのは、もしパンデミックがなければ、起こらなかった可能性のある

死亡を意味しています。すなわち、この過剰死亡の推定値は、パンデミックの影響で増加した

自殺者数の推定値ということになります。過剰死亡数は、男性では1208人で、これはこの期

間の自殺者の5.8% にあたります。女性は1825人で、これは自殺者の15.4%でした。年齢

別で過剰死亡が特に多かったのは、男性の20-29歳（466人）、40-49 歳（423人）、

女性の30-39 歳（421人）、60-69歳（396 人）、20-29 歳（352 人）でした。日

本では、パンデミック発生以降、困窮した人々に対して政府などから様々な支援が行われまし

た。しかしながら、本研究の結果は、若い世代や女性には特に、こうした支援が十分ではなかっ 

たという可能性を指摘しています。 

 

 この研究成果は、令和4年6月1日に学術雑誌   

 The Lancet Regional Health-Western 

 Pacific に掲載されました。 

抗炎症薬で癌組織内の免疫環境を改善する ―乳酸排出を抑制し、T 細胞応答を増強させる― 

病理学講座免疫病理分野 ／ 准教授 大栗 敬幸 

 癌免疫治療が効果的な抗癌作用を示すには、癌組織内に到達した癌特異的キラーＴ細胞が効率よく活性化する必要があります。核酸誘

導体の化合物であるcGAMP はSTING(Stimulator of interferon genes)を介してＩ型インターフェロンなどの炎症性物質を誘導し免疫

を活性化します。当研究室では、癌組織にcGAMPを直接投与することによって、癌組織近傍のリンパ節でキラーＴ細胞が効果的に分裂・活

性化することを動物実験で明らかにしてきました。しかし、癌組織中の骨髄由来免疫抑制性細胞（MDSCs）がキラーＴ細胞の機能を阻害

し、癌細胞の増殖を助けることが知られています。例えば、MDSCsはＴ細胞の栄養源となるグルコース

を枯渇させるだけではなく、その代謝産物である乳酸を癌組織内に排出し、キラーＴ細胞の機能を妨

げます。つまり、癌組織内での乳酸の蓄積は効果的な抗癌作用を得るためのハードルとなっています。

セレコキシブは、炎症や疼痛を発生させる活性物質の産生を阻害する非ステロイド性消炎・鎮痛剤

で、関節リウマチなどに対して使用されています。本研究では、セレコキシブがMDSCsのグルコース代謝

に関わる遺伝子発現を変化させ癌組織内での乳酸排出量を低減させることを明らかにし、cGAMPと

の併用投与によって、癌の増殖を効果的に抑制することを乳癌マウスモデルを用いて明らかにしました。

本研究によって癌特異的Ｔ細胞の働きをサポートするセレコキシブの代謝調節剤としての新たな可能 

性が示されました。 

 

 この研究成果は令和4年12月にUICC（Union 

for International Cancer Control:国際対がん

連 合 ） の 機 関 誌  International Journal of  

Cancer に掲載されました。 
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肝再生におけるがん蛋白質Mycの役割 ―肝細胞増殖の謎の一端が明らかに― 

病理学講座腫瘍病理分野 ／ 助教 後藤 正憲 

 肝臓は再生能力の高い臓器として知られており、肝切除後やその他の急性傷害後には短期間で急激に増殖します。一方、繰り返し傷害が

加わる慢性肝臓病では、肝再生はゆっくりと進行し、肝細胞（肝臓の大部分を占める細胞）は弱いながらも長期間増殖し続けます。これまで

多くの研究者が肝再生について研究してきましたが、これらの異なった肝細胞増殖がどのようなメカニズムに基づくものなのかはよくわかっていませ

んでした。我々はがんの増殖に重要なMyc に注目し、マウスモデルを用いて肝再生とMycの関連を調べました。初めにMycを阻害する人工キメ

ラ蛋白質MadMycをマウスの肝細胞に発現させ、部分肝切除を行い、再生への影響を調べました。そ

の結果、肝切除後の急激な肝細胞増殖はMycの阻害により、みられなくなりました。一方、Mycを抑制

してもその後に持続的な弱い肝細胞の増殖が起こり、最終的には肝再生が起こることもわかりました。ま

た、持続的な肝臓の細胞増殖の一部には非必須アミノ酸のプロリンを分解する酵素の発現低下が関与

していました。以上の結果は、肝再生にはMycに依存する一過性で急激な増殖とMycに依存しない持

続的で弱い増殖があることを示しています。Mycの阻害は肝がん治療に有効であると思われますが、肝

がんの患者の多くは慢性肝傷害を合併しています。私たちの研究からは持続的な緩やかな再生にMyc

の阻害は強い影響を与えないことが予想され、今後の肝がんの治療に大きな示唆を与えるものと考えら 

れます。 

 この研究成果は令和5年3月にELSEVIER社の学術雑誌 

“Biochimica et Biophysica Acta (BBA)- Molecular  

Basis of Disease” に掲載されました。 

 

低酸素環境における核内の遺伝子配置の大規模解析 ―低酸素に応じて動く遺伝子の同定― 

薬理学講座 ／ 教授 中山 恒 

 私たちの体を構成する細胞が、生存し、機能するためには、遺伝子の働きは不可欠です。遺伝子は、細胞の核の中で、コンパクトに折りたた

まれて、保管されています。核は遺伝子を格納する袋のような役割をしていますが、細胞が持つたくさんの遺伝子は、その袋の中でランダムに存

在しているわけではなく、ある決まった場所にそれぞれ保管されています。私たちは、がん細胞が一般に存在している低酸素環境に適応するメカ

ニズムの研究を進めています。本研究では、乳がん細胞株を低酸素環境で培養する前後で、遺伝子が核内のどの場所に存在しているのかを、

新しい実験手法HIPMap 法＊を用いて大規模に解析しました。その結果、低酸素に応答して

多数の遺伝子が核内での位置を変化させることを明らかにしました。遺伝子の位置変化は、核

の内側方向と外側方向に移動するものの２タイプに分けられ、その移動距離は遺伝子によって

異なっていました（図）。この時に、各遺伝子の発現様式も検証し、遺伝子が移動する方向と

の相関を解析した結果、両者の間には有意な相関は認められませんでした。低酸素環境は、が

んの進展を促すことが知られています。その根本的なメカニズムは、低酸素に依存した遺伝子発

現です。核内の遺伝子の位置は染色体の構造と密接に関わっており、遺伝子発現のON/OFF

を担う要素です。本研究成果は、がんの遺伝子発現を調節する分子メカニズムの一つを、低酸

素環境に焦点を当てて明らかにしたものです。核内での遺伝子配置の変化を抑制することがで

きれば、遺伝子発現様式を書き換えて、がんを抑制する手法に結びつくことも期待されます。 

＊HIPMap 法：High-throughput imaging position mapping の略。 

蛍光プローブを用いて核内の遺伝子配置を可視化し、解析する手法。 

図 低酸素に応答した核内遺伝子配置の変化 

それぞれの遺伝子は、細胞の核内で特定のポジショ

ンに配置されている（左図）。細胞が低酸素環境

に曝されると、各遺伝子は、核の内側、または、外

側に向かって移動することが明らかになった（右

図）。 

 

 
 この研究成果は令和 4 年 4 月に 米国細胞生物学会が 

発行する国際科学誌Molecular Biology of the Cell に

掲載されました。 
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動物種特異的非翻訳RNA・miR-514a の神経発達促進作用の発見 ―ヒトiPS 細胞由来神経細胞を用いた解析― 

小児科学講座 ／ 医員 赤羽 裕一、 教授 高橋 悟 

 私たちは中枢神経系における機能が未解明であったマイクロRNA・miR-514aについて、ヒトiPS細胞から分化誘導した神経細胞を用いて、

その機能を解析する研究を行いました。マイクロRNA は私たちの体内にある20-25 塩基の短い機能性RNAです。メッセンジャーRNAとは違

い、タンパク質を合成する情報を持っていないためノンコーディングRNAに分類されます。マイクロRNAは細胞内の遺伝子発現にブレーキをかける

ことで、様々な生命現象を制御しており、近年では多様な脳疾患の病態に深く関与していることが分かってきました。マイクロRNAの一種である

miR-514aは、イヌやウマ、霊長類といった高度な社会性・知性をもっている特定の動物種にのみ発現しているマイクロRNAであり、特にヒトとチ

ンパンジーではそのコピー数が重複しています。私たちはまず、複数の健常者か

ら樹立したiPS細胞が神経細胞に分化するにつれてmiR-514aの発現量が

増加することを確認しました。これはmiR-514aが神経細胞への分化・成熟に

おいて重要な役割をもっていることを示唆しています。次にiPS細胞から分化誘

導した神経細胞にレンチウイルスベクターを用いてmiR-514aを過剰発現させ

たところ、神経突起伸長の亢進、細胞体サイズの増大、mTORシグナルの活

性化といった神経細胞の発達を促進する効果があることを発見しました

（図）。逆に、miR-514aの機能を阻害すると神経発達が抑制されることも

分かりました。さらに、miR-514aの種間配列の比較を行い、進化を逆行させるような変異体

を作成し、その変異がmiR-514aの発現量に影響を与えることを見出しました。これらの結果

は、miR-514aが神経細胞の発達と高次脳機能発現に重要であることを示唆しています。神

経発達症を呈する未診断疾患では、タンパク質をコードする遺伝子の網羅的解析を行っても

病因遺伝子が同定される割合は半数以下にとどまっています。今回の研究成果は、神経発達

症の病態にマイクロRNAが関与している可能性を示すものであり、今後の病態解明や治療法 

開発に貢献するものと考えています。 

 この研究成果は令和5年2月にFrontiers 

in Cell and Developmental Biology 

誌にオンライン掲載されました。 

図 miR-514a の神経発達促進効果 

ヒトiPS細胞由来神経細胞にmiR514aを過剰発現させると神経突起

伸長が促進される（右）。 

本研究の概略図 
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国立大学法人会計の仕組み   

大学院 

病院 
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大学院 

運営費交付金の推移について 

 国から交付されている運営費交付金は、これまで、自助努力による効

率改善を図るものとして、一定の係数により、毎年、削減されてきまし

た。令和4年度の運営費交付金は、平成16年度（国立大学法人化

初年度）と比べ、1,090百万円の減額となっています。このため、法人

としての機能強化や外部資金の獲得などによって、この減額を補う運営

が求められています。 

※右表に示す運営費交付金は、基幹運営費交付金（平成27年度以前は、一般

運営費交付金及び特別運営費交付金）の推移であり、特殊要因運営費交付金

（退職給付費用等）を含みません。 平成16年度比、1,090百万円の減

14 



大学院 

引当特定資産制度の新設について 

 令和4事業年度より改訂された国立大学法人会計基準により、引当特定資産の制度が新たに設けられました。 

 これは、事業に必要な施設設備を行うことを目的として、安定的かつ継続的な更新及び国立大学法人等債の償還を行うため 

に要する資金を留保することができる制度となります。 

 留保するにあたっては、文部科学大臣の承認による目的積立金とは別に、各国立大学法人等の判断で、当該事業年度の減

価償却費計上額を限度として、減価償却引当特定資産、又は、国立大学法人等債償還引当特定資産として、貸借対照表の 

「投資その他資産」へ計上できるようになりました。 

 令和4事業年度においては、102百万円を計上しています。 
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貸借対照表   

令和４年度 

資産合計 

29,379百万円 

令和４年度 

負債合計 

17,049百万円 

（単位：百万円） 

 貸借対照表とは、財政状況を明らかにするために、決算日におけるすべての資産（土地、建物、備品、現金及び預金 等）、負債（借入金、未払金 

等）及び純資産（政府出資金、資本剰余金 等）を記載し、報告するものです。       注：各金額は単位未満を切り捨てているため、計は一致しない場合があります。  

【資産の概要】 

 資産合計は、29,379百万円と前年度より446百万円減少し

ています。主な増減要因は、土地・建物について、職員宿舎の不

用決定に伴う土地の減損処理や老朽化の進行により減価償却

累計額が増加したことなどにより、固定資産が1,768百万円減少

したこと、また、当期における経営成績の結果として現金及び預

金・未収入金が増加したことなどにより流動資産が1,321百万円 

増加したことによるものです。 

【負債の概要】 

 負債合計は、17,049百万円と前年度より3,520百万円減少

しています。主な増減要因は、国立大学法人会計基準の改訂に

伴い資産見返負債を廃止したことに伴い資産見返負債等が減

少したことなどにより固定負債が3,327百万円減少したこと、ま

た、受託研究などの前受外部資金債務等が減少したことなどによ 

り流動負債が193百万円減少したことによるものです。 
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損益計算書   
（単位：百万円） 

 損益計算書とは、運営状況を明らかにするために、一事業年度におけるすべての費用（教育経費、研究経費等）と収益（運営費交付金収益、学生

納付金収益等）とを記載し、報告するものです。                          注：各金額は単位未満を切り捨てているため、計は一致しない場合があります。  

令和４年度 

経常費用合計 

32,080百万円 

令和４年度 

経常収益合計 

33,640百万円 

【経常費用の概要】 

 経常費用は、32,080百万円と前年度より1,199百万円増加

しています。この主な増減要因は、高額薬を用いた治療を実施し

たことや新型コロナウイルス感染症治療薬の購入量が増加したこ

とに加え光熱水費の高騰などにより診療経費が1,132百万円増

加したこと、また、非常勤教職員の人員減などにより人件費が 

130百万円減少したことによるものです。 

【経常収益の概要】 

 経常収益は、33,640百万円と前年度より1,149百万円増加

しています。この主な増減要因は、化学・免疫療法（高額な医

薬品を用いた抗がん剤療法）や手術件数の増加に伴う診療単

価の上昇などにより附属病院収益が611百万円増加したこと、ま

た、国立大学法人会計基準の改訂に伴い資産見返負債が廃

止されたことから減価償却費の見合い収益である資産見返負債

戻入益が減少したことにより資産見返負債戻入益が315百万 

円減少したことによるものです。 

 これまで国立大学法人が公表していた財務諸表は、損益均衡を前提とする概念を基に作成されてきたことから、ステークホルダーから見ると分かりにく

いといったご意見が示されておりました。このことから、よりわかりやすい財務諸表とするために、令和４年度より会計基準が改訂されました。この改訂にあ

たり最も影響が大きいものとして、資産見返負債の原則廃止が挙げられます。これは、従来の資産見返負債といった国立大学法人特有の勘定科目を

用いることにより、固定資産の取得時（運営費交付金・授業料・寄附金を財源とする場合）において、減価償却の進行に伴い当該費用と同額を収

益化処理していたものを、この改訂により、固定資産の取得時に一括して収益化処理するといった処理に変更されました。このため、損益均衡を前提と

する概念は原則無くなり、単年度では損益均衡しないこととなります。ただし、補助金を財源とする固定資産の取得時においては、これまでの資産見返

負債に替えて長期繰延補助金等に名称を変更し用いています。なお、この改訂による影響は、令和４年度において負債の減少や臨時利益の 

増加といったかたちで現れています。 

国立大学法人会計基準の改訂   
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キャッシュ・フロー計算書   

 キャッシュ・フロー計算書とは、資金の調達や運用状況を明らかにするため、一事業年度の資金の流れを「業務活動」・「投資活動」・「財務活動」の三つ

の区分に分けて表示し、報告するものです。                                                  注：各金額は単位未満を切り捨てているため、計は一致しない場合があります。  

【キャッシュ・フローの概要】 

Ⅰ 業務活動キャッシュ・フローは、2,960百万円と前年度より1,506百万円減少しています。このうち、増加要因は主に、附属病院収入や共同研究収 

 入が増加したことによるものです。一方で、減少要因は主に、医薬品の購入や光熱水費の増、また、補助金や運営費交付金収入が減少したことによる 

 ものです。 

Ⅱ 投資活動キャッシュ・フローは、1,017百万円と前年度より272百万円減少しています。減少要因は主に、減価償却引当特定資産の繰入や医療 

 機器の整備に係る支出によるもの、また、施設費収入が減少したことによるものです。 

Ⅲ 財務活動キャッシュ・フローは、1,309百万円と前年度より278百万円増加しています。増加要因は主に、借入金返済額の減少や新規借入れを 

 行ったことによるものです。 

セグメント情報の開示   

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

セグメントの区分は、本学の業務に応じて、  

 ・附属病院 

 ・医学部・研究科 

 ・学内施設等 

以上の3区分とし、事務局の業務費用、業務収益

並びに各セグメントに配賦しなかった業務費用、業務 

収益は、法人共通として区分しています。 
 

注：各金額は単位未満を切り捨てているため、計は一致しない場合が 

    あります。 

経常収益に占める 

各セグメントの財源 

（収益）規模 
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財務指標   

 

 

 「財務指標」とは、財務諸表に記載された数値をもとに計算された指標です。この指標を用いて、本学の置かれている位置を確認し、また、業績や経営状況を分析・把

握することにより、経営判断に役立てています。 

（国立医科単科大学平均：本学・東京医科歯科大学・浜松医科大学・滋賀医科大学 以上、4大学の平均値） 

流動比率 

 

 流動比率とは、１年以内に現金化できる流動資産に対す

る、返済・支払期日が１年以内の流動負債の割合を示す比

率で、 この比 率が高 いほ ど経 営 の安 全性 が高 いことを 

示す指標です。  

 本学は、130%以上の流動比率を目指し財務改善に取り

組んでおりますが、令和4年度は136.5%となり、目標を達成

しております。この数値は、国立医科単科大学平均と 

同等の水準となっています。 

 

【計算式：流動資産÷流動負債】 

人件費比率 

 

 人件費比率は、業務費に占める人件費の割合を示す指標

であり、この比率が低いほど業務効率が高いことを示す 

指標です。 

 令和4年度は40.7%となり、前年度よりも低下しています

が、これは光熱費を含む業務費の増加が大きな要因となって

い ま す 。 こ の 数 値 は 、 国 立 医 科 単 科 大 学 平 均 と 同 

等の水準となっています。 

【計算式：人件費÷業務費】 

一般管理費比率 

 

 一般管理費比率は、業務費に占める一般管理費の割合を

示す指標であり、この比率が低いほど管理運営効率が高いこ 

とを示す指標です。 

 令和4年度は1.2%となり、前年度よりも低下しており、一

貫して低水準を保っています。この数値は、国立医科単科大 

学平均よりも高い水準となっています。 

【計算式：一般管理費÷業務費】 
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病院 

 

学生当教育経費 

 

 学生当教育経費とは、学生一人当たりの教育経費を示す

指標であり、この数値が高いほど学生一人当たりに要した教 

育経費が大きいことを示します。 

 令和4年度は461千円となり、教育水準の維持向上に努め

ていたことによるもので、前年度よりも増加しています。この数

値は、国立医科単科大学平均よりも高い水準となっていま 

す。 

【計算式：教育経費÷学生数】 

 

教員当研究経費 

 

 教員当たり研究経費とは、教員一人当たりの研究経費を示

す指標であり、この数値が高いほど教員一人当たりに要した研

究経費が大きいことを示します。 

 令和4年度は2,434千円となり、前年度よりも増加しており

ますが、国立医科単科大学平均よりも低い水準となっていま

す。 

【計算式：研究経費÷教員数】 

 

外部資金比率 

 

 外部資金比率は、経常収益に占める受託研究等外部資

金の割合を示す指標であり、この比率が高いほど資金獲得力 

が高いことを示す指標です。 

 令和4年度は3.6%となり、前年度よりも増加しております

が、国立医科単科大学平均よりも低い水準となっています。 

【計算式：外部資金収益÷経常収益】 
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診療経費比率 

 

 診療経費比率とは、附属病院収益に対する診療経費の比

率でり、この数値が低いほど病院の収益性が高いことを示しま 

す。 

 令和4年度は67.8%となり、これは診療材料や光熱費が

高騰したことによるもので、前年度よりも上昇しています。この

数値は、国立医科単科大学平均よりも低い水準となっていま

す。 

【計算式：診療経費÷附属病院収益】 

 

経常利益比率 

 

 経常利益比率とは、経常収益に対する経常利益の比率で

あり、この数値が高いほど法人全体の収益性が高いことを示し

ます。 

 令和4年度は4.6%となり、前年度よりも低下していますが、

依然として良好な数値となっております。この数値は、国立医

科単科大学平均よりも高い水準となっています。 

【計算式：経常利益÷経常収益】 

 

借入金返済比率 

 

 借入金返済比率は、附属病院収入に対する長期借入金

返済の比率であり、この比率が低いほど健全性が高いことを示 

す指標です。 

 令和4年度は4.4%となり、前年度よりも低下しており、順

調な返済ができている状況を示していますが、国立医科単科

大学平均よりも高い水準となっています。 

【計算式：借入金返済額÷附属病院収益】 
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ステークホルダーの皆様へ 

 国立大学法人は、国からの運営費交付金を重要な財政基盤とするとともに、多様な関係者からの

財源に支えられた公共的財産として、多岐にわたる活動それぞれに異なるステークホルダーからの理解

と支持を得る必要があります。財務諸表は、その説明責任として本学の運営状況及び財政状態を

適切に反映したものでありますが、大学経営、教育・研究・社会貢献活動に係る様々な情報につい

ても分かりやすく公表すべきと考え、昨年に引き続き、本報告書を作成しました。本学の現状や教

育・研究活動等に対する理解を深めていただければ幸いです。 

 

 財務諸表等については、本学ホームページに掲載しております。おおおおおおおおおおおおおおおおお

おhttps://www.asahikawa-med.ac.jp/guide/data/financial/ 
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開学50周年について 

病院 
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ご寄付のお願い 
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大学院 

病院  
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